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　2020年のコロンビアの実質GDP成長率は、5カ月間にわたる全土での外出禁止措置により
消費が落ち込み、統計史上最低のマイナス6.8％となった。輸出は、主要品目である石油・同派
生品が大きく落ち込んだため、前年比2割超の減少となった。輸入も多くの国から大幅に減少
したが、中国からは機械類や自動車が増加したことで微減にとどまった。投資については、再
生可能エネルギー分野の対内直接投資で大型案件があった。日本との関係では、租税条約につ
いてコロンビア側の承認プロセスの進展がみられ、早期発効が期待されている。

■世界経済の停滞により、輸出入ともに2ケタの減少
　2020年の貿易（通関ベース）は、輸出が前年比21.4％減の310億5,700万ドル、輸入は同17.5％減の

434億8,900万ドルだった。貿易収支は124億3,200万ドルの赤字となり、赤字幅は前年より縮小した。

　輸出の半分を占める伝統産品は158億340万ドルで、前年比で35.4％減少した。品目別にみると、石

油・同派生品は輸出量・金額ともに2ケタの減少、石炭も輸出量・金額ともに減少した。コーヒーは、

輸出量は7.7％減だったが、輸出額は国際取引価格の上昇で7.6％の増加となった。

　主要国・地域別では、最大の仕向け先の米国が89億2,300万ドルで前年比22.5％減だった。輸出額の

約4割を占める燃料および鉱物油が46.6％減、1割強を占める植物および花卉（かき）が2.1％減だった。

次いで、中国、エクアドル、パナマが続く。また、これまでEU最大の仕向け先であったオランダは、

主要品目である鉱物燃料および同派生品が67.1％減となり、全体では42.5％減の6億9,900万ドルとなっ

た。代わりにEUで首位となったのはイタリアで、輸出額の7割を占める金が47.8％と大幅に増加し、

全体では23.8％増の9億6,100万ドルだった。

■中国から機械や自動車の輸入が増加
　2020年の輸入は、前年比17.5％減の434億8,900万ドルだった。輸入全体の77.0％を占める工業品は

16.8％減の335億400万ドル、16.0％を占める農林水産・食品・飲料は0.5％減の69億7,300万ドルとなっ

た。品目別にみると、首位の自動車が38億3,700万ドルで27.7％減、次いで、通信機器・映像再生器

（32億4,400万ドル、13.0％減）、医薬品（26億7,900万ドル、5.8％減）だった。

　主要国・地域別では、最大の輸入相手国である米国は105億4,000万ドルで20.6％の減少となった。

主要品目の鉱物燃料の輸入が47.3％減少したことが影響した。一方、シェア2位の中国の落ち込みは

5.2％にとどまった。輸入の3割弱を占める録画・映像電化製品および同部品は9.1％減だったものの、

2割弱を占める機械および部品が2.3％増加した。その他にも自動車および関連部品は24.8％増、光学

機器および映像記録機器が50.3％増など、大幅な増加が目立った。続くメキシコ、ブラジル、ドイツ

コロンビア

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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などはいずれも20％以

上の減少だった。

■エネルギーや小売
りへの投資が好調

　対内直接投資額（国

際収支ベース、ネッ

ト、フロー）は前年比

43.4 ％ 減 の81億 ド ル

だった。産業部門別で

最大の投資先は、金融

で21億700万 ド ル

（31.2％減）、次いで

石 油 が13億9,800万

ドル（49.3％減）、

鉱 業 が10億2,100万

ドル（41.9％減）と

続いた。

　国別にみると、

米国が前年比14.2％

減 の22億4,100万 ド

ルで最大の投資国

と な っ た。 以 下、

スペイン（17億5,300

万ドル）、オランダ

（11億1,600万ドル）、

スイス（7億9,700万

ドル）と続く。

　2020年 の コ ロ ン

ビアへの投資は、

エネルギー分野の

プロジェクトが目

立った。フランスのグリーン・イエローは、コルドバ、バジェ、メタ、クンディナマルカ、ボゴタ

で、シンガポールのエントリア・エネルギーはアンティオキアでの太陽光発電事業への投資計画を発

表した。また金融部門では、2013年にコロンビア人のダビッド・ベレス氏によって創設され、ブラジ

ル最大のユニコーン企業に成長したデジタル銀行ヌーバンクが、コロンビアでのサービス開始を発表

表 1　コロンビアの主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万ドル、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2019年 2020年 2019年 2020年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

農林水産・食品・飲料 7,363 7,873 25.4 6.9 農林水産物・食品・飲料 7,006 6,973 16.0 △ 0.5
コーヒー、茶、カカオ、香辛料 2,729 2,927 9.4 7.3 穀物・同調整品 2,046 2,126 4.9 3.9
肉類・野菜類の未加工品 1,573 1,503 4.8 △ 4.4 飼料 887 928 2.1 4.6
豆類・果実 1,281 1,405 4.5 9.7 鉱物性燃料・非鉄金属など 5,356 2,947 6.8 △ 45.0

鉱物性燃料・非鉄金属など 22,011 13,311 42.9 △ 39.5 石油・同派生品 4,361 2,047 4.7 △ 53.1
石油・同派生品 15,929 8,729 28.1 △ 45.2 工業品 40,270 33,504 77.0 △ 16.8
石炭・コークスなど 5,668 4,166 13.4 △ 26.5 自動車 5,310 3,837 8.8 △ 27.7

工業品 8,290 6,946 22.4 △ 16.2 通信機器・映像再生機 3,727 3,244 7.5 △ 13.0
プラスチック原料 930 846 2.7 △ 9.0 医薬品 2,843 2,679 6.2 △ 5.8
エッセンシャルオイル・芳香剤など 645 592 1.9 △ 8.2 有機化学品 2,154 1,921 4.4 △ 10.8
電気製品、家電製品 519 528 1.7 1.7 一般産業機械・同部品 2,506 1,906 4.4 △ 23.9
鉄鋼 689 518 1.7 △ 24.8 電気機器・同部品 1,941 1,771 4.1 △ 8.7
化学製品 524 496 1.6 △ 5.3 織物および繊維製品 1,405 1,538 3.5 9.4
金属製品 456 410 1.3 △ 10.1 鉄鋼 2,074 1,411 3.2 △ 32.0
医薬品 367 369 1.2 0.5 事務機・自動データ処理機 1,375 1,371 3.2 △ 0.2

その他 1,825 2,927 9.4 60.4 プラスチック原料 1,403 1,235 2.8 △ 12.0
金（マネタリーゴールド除く） 1,781 2,911 9.4 63.4 化学製品 1,198 1,220 2.8 1.9

合計 39,489 31,057 100.0 △ 21.4 合計（その他含む） 52,703 43,489 100.0 △ 17.5
〔注〕金額は暫定値。構成比は全て総額に対する比率。
〔出所〕国家統計庁（DANE）

表 2　コロンビアの主要国・地域別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万ドル、％）

輸出（FOB) 輸入(CIF)
2019年 2020年 2019年 2020年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

北米 13,375 10,499 33.8 △ 21.5 北米 18,045 14,217 32.7 △ 21.2
米国 11,520 8,923 28.7 △ 22.5 米国 13,277 10,540 24.2 △ 20.6
メキシコ 1,409 1,161 3.7 △ 17.6 メキシコ 3,880 2,926 6.7 △ 24.6
カナダ 446 415 1.3 △ 7.1 カナダ 888 751 1.7 △ 15.4

ALADI（メキシコを除く） 8,572 6,405 20.6 △ 25.3 ALADI（メキシコを除く） 7,034 5,708 13.1 △ 18.8
アンデス共同体 3,234 2,430 7.8 △ 24.9 アンデス共同体 1,999 1,798 4.1 △ 10.1

ボリビア 135 103 0.3 △ 23.8 ボリビア 425 327 0.8 △ 23.1
エクアドル 1,954 1,474 4.7 △ 24.6 エクアドル 824 790 1.8 △ 4.2
ペルー 1,146 854 2.8 △ 25.5 ペルー 749 681 1.6 △ 9.1

その他ALADI（メキシコを除く） 5,338 3,974 12.8 △ 25.5 その他ALADI（メキシコを除く） 5,035 3,910 9.0 △ 22.3
アルゼンチン 236 211 0.7 △ 10.7 アルゼンチン 1,007 724 1.7 △ 28.1
ブラジル 1,466 1,274 4.1 △ 13.1 ブラジル 3,174 2,435 5.6 △ 23.3
チリ 968 774 2.5 △ 20.0 キューバ 4 3 0.0 △ 22.0
キューバ 40 24 0.1 △ 40.0 チリ 654 604 1.4 △ 7.5
パナマ 2,354 1,429 4.6 △ 39.3 パナマ 64 23 0.1 △ 64.5
パラグアイ 24 28 0.1 19.2 パラグアイ 21 26 0.1 28.7
ウルグアイ 54 38 0.1 △ 29.8 ウルグアイ 67 66 0.2 △ 1.4
ベネズエラ 196 196 0.6 0.0 ベネズエラ 45 28 0.1 △ 38.6

EU28 4,609 3,976 12.8 △ 13.7 EU28 8,133 6,258 14.4 △ 23.1
イタリア 776 961 3.1 23.8 ドイツ 2,173 1,644 3.8 △ 24.3
オランダ 1,215 699 2.3 △ 42.5 フランス 1,425 958 2.2 △ 32.8
スペイン 500 499 1.6 △ 0.1 スペイン 1,030 798 1.8 △ 22.5
ドイツ 483 496 1.6 2.8 イタリア 822 679 1.6 △ 17.4
ベルギー 487 423 1.4 △ 13.1 英国 597 441 1.0 △ 26.1
その他 1,148 898 2.9 △ 21.8 その他 2,086 1,738 4.0 △ 16.7

アジア 6,123 4,557 14.7 △ 25.6 アジア 14,466 13,241 30.4 △ 8.5
日本 466 402 1.3 △ 13.7 日本 1,235 879 2.0 △ 28.8
中国 4,565 2,751 8.9 △ 39.7 中国 10,967 10,399 23.9 △ 5.2
韓国 482 572 1.8 18.7 インド 1,167 937 2.2 △ 19.7
インド 346 795 2.6 129.7 韓国 687 676 1.6 △ 1.6

合計（その他含む） 39,489 31,057 100.0 △ 21.4 合計（その他含む） 52,703 43,489 100.0 △ 17.5
〔注〕‌�①‌�ラテンアメリカ統合連合（ALADI）は、アルゼンチン、ボリビア、ブラジル、チリ、コロンビア、キューバ、エクアドル、メキシコ、パ

ナマ、パラグアイ、ペルー、ウルグアイ、ベネズエラからなる。アンデス共同体は、ボリビア、コロンビア、エクアドル、ペルーからなる�
②コロンビアの統計上、英国はEUに含まれているため、EU28とする。�  
③金額は暫定値。

〔出所〕国家統計庁（DANE）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所
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2021 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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（コロンビア）



した。

　2020年は、小売り

の躍進も目立った。

ポ ル ト ガ ル 資 本 の

スーパーマーケット

のアラは新たに56店

舗を開店し、総店舗

数 は663店 舗、 前 年

比24.5％増の売り上

げを記録した。カナ

ダ資本の生活用品・

雑貨ドラーシティは

27店舗を開設し、総

店 舗 数145店 舗、 売

り 上 げ は19.0 ％ 増

だった。コロンビア

では2018年以降、ア

ジア風雑貨を扱うメ

イソウやヨイ、北欧

風雑貨のラットリブ

など、低価格でデザ

イン性に優れた生活

雑貨を販売するメー

カーの進出が相次い

でいる。

　コロンビア貿易投資観光

促進機構によると、2020年

に同機構が誘致したプロ

ジェクト（追加投資も含む）

は198件で、推定額90億7,700

万ドル。7万800人の雇用創

出につながった。

■対日輸出はコーヒー、果実、食品が増加
　2020年の対日輸出は前年比13.7％減の4億240万ドル、対日輸入は28.8％減の8億7,912万ドルで、貿

易収支は4億7,672万ドルの赤字となった。赤字幅は前年から2億7,256万ドル縮小した。

表 3　コロンビアの業種別対内・対外直接投資＜国際収支ベース、ネット、フロー＞
（単位：100万ドル、％）

対内直接投資 対外直接投資
2019年 2020年 2019年 2020年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

石油 2,755 1,398 17.3 △ 49.3 1,408 818 46.9 △ 41.9
鉱業（石炭含む） 1,757 1,021 12.6 △ 41.9
製造業 1,500 605 7.5 △ 59.6 862 263 15.1 △ 69.4
金融 3,060 2,107 26.0 △ 31.2 965 736 42.2 △ 23.7
運輸・倉庫・通信 1,006 △ 14 ― ― 283 △ 163 ― ―
商業・外食・ホテル 2,125 805 9.9 △ 62.1 △ 1,116 △ 800 ― ―
建設 881 277 3.4 △ 68.6 75 104 6.0 39.9
電力・ガス・水道 316 724 8.9 129.0 657 733 42.0 11.6
農林水産 365 171 2.1 △ 53.3 1 △ 2 ― ―
合計（その他含む） 14,313 8,100 100.0 △ 43.4 3,153 1,744 100.0 △ 44.7

〔注〕金額は推計値。
〔出所〕コロンビア中央銀行

表 4　コロンビアの国・地域別対内・対外直接投資＜国際収支ベース、ネット、フロー＞
（単位：100万ドル、％）

対内直接投資 対外直接投資
2019年 2020年 2019年 2020年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

北米 3,581 1,722 21.3 △ 51.9 395 △ 199 ― ―
米国 2,612 2,241 27.7 △ 14.2 50 132 7.6 161.8
カナダ 464 630 7.8 35.9 4 △ 3 ― ―
メキシコ 506 △ 1,149 ― ― 340 △ 328 ― ―

欧州地域 5,787 4,376 54.0 △ 24.4 1,778 704 40.3 △ 60.4
スペイン 2,506 1,753 21.6 △ 30.1 1,183 591 33.9 △ 50.0
スイス 1,200 797 9.8 △ 33.6 1 6 0.4 572.7
英国 1,046 363 4.5 △ 65.3 581 542 31.1 △ 6.7
オランダ 250 1,116 13.8 346.8 △ 77 268 15.3 ―
ドイツ 245 46 0.6 △ 81.3 △ 17 15 0.9 ―
フランス 146 57 0.7 △ 60.9 4 △ 14 ― ―

中米・カリブ島しょ地域 3,001 1,126 13.9 △ 62.5 1,076 369 21.1 △ 65.7
パナマ 967 531 6.6 △ 45.1 391 277 15.9 △ 29.3
ケイマン諸島 552 16 0.2 △ 97.1 55 △ 6 ― ―
バルバドス 388 124 1.5 △ 68.1 24 12 0.7 △ 50.2
バージン諸島 362 762 9.4 110.7 119 67 3.9 △ 43.5

南米 1,775 773 9.5 △ 56.5 △ 94 894 51.2 ―
ブラジル 1,077 48 0.6 △ 95.6 △ 966 422 24.2 ―
ペルー 134 195 2.4 45.4 604 373 21.4 △ 38.3
チリ 275 286 3.5 4.2 166 7 0.4 △ 95.8
ウルグアイ 226 222 2.7 △ 1.4 30 15 0.8 △ 50.9

アジア・大洋州 98 123 1.5 25.5 △ 9 3 0.2 ―
日本 67 27 0.3 △ 59.9 0 0 0.0 ―
中国 △ 9 64 0.8 ― 0 0 0.0 △ 84.0

合計（その他含む） 14,313 8,100 100.0 △ 43.4 3,153 1,744 100.0 △ 44.7
〔注〕金額は推計値。
〔出所〕コロンビア中央銀行

表 5　コロンビアの主な対内直接投資案件（2020年）

業種 企業名 国籍 時期 投資額 概要

金融 ヌーバンク ブラジル 9 月28日 5,000億ペソ
世界最大のデジタル銀行ヌーバンクが、コロンビア
でのサービス開始を発表。まずはクレジットカード
サービスからスタートし、サービス拡大を進める。

エネルギー グリーン・イエロー フランス 10月 6 日 1 億5,000万ドル
コルドバ、バジェ、メタ、クンディナマルカ、ボゴ
タでの太陽光発電事業に 1 億5,000万ドルを投資す
る計画を発表。新たに90人の雇用を見込む。

エネルギー エントリア・エネルギー シンガポール 10月 6 日 2 億ドル
アンティオキアでの太陽光発電事業に 2 億ドルを投
資する計画を発表。

食品 ペプシコ 米国 10月14日 6,090億ペソ
ボゴタ市郊外の工場改修に6090億ペソの投資。4,000
人の新規雇用を見込む。またコロンビア国内産の
じゃがいもの仕入れを20％増加することも発表。

〔出所〕 各社発表および報道などから作成

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所

― 1 ―

Copyright©2020JETRO　世界貿易投資動向シリーズ（中国）

CW6_A8284D50_中国.indd   1 2020/12/04   9:40:31

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
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低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
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実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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2021

─3─

（コロンビア）



　対日輸出を主要品目別にみると、半分を占めるコーヒー、紅茶、スパイスが2億128万ドルで、コロ

ナ禍にありながら前年比9.2％増となった。次いで、2割弱を占める鉱物性燃料は7,542万ドルで42.5％

減、1割強を占める花卉（かき）は4,902万ドルで7.5％減だった。

　対日輸入を主要品目別にみると、工業製品が大半を占める。構成比の高い順に、自動車、同部品が

前年比45.3％減の2億4,685万ドル、鋳鉄、鉄鋼が0.4％減の1億9,745万ドル、ボイラー、機械および同

部品が29.0%減の1億9,162万ドルだった。これら上位3品目で全体の7割超を占める。

　2020年の日本からの直接投資額は前年比59.9％減の2,700万ドルで、対内直接投資総額のわずか0.3％

に過ぎない。2018年12月に署名された日本コロンビア租税条約は、日本側では2019年5月に、コロン

ビア側では2020年12月に議会承認がおりた。2021年7月時点でコロンビア側での憲法裁判所の承認手

続き待ちとなっており、まだ発効には至っていない。早期発効により両国の経済関係が一層緊密化

し、投資の流れが促進されることが期待される。

　日本とのEPA交渉については、18分野のうち既に16分野で合意に至っており、両経済界からは早

期締結を望む声があがっている。

表 6　コロンビアの対日主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：1,000ドル、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2019年 2020年 2019年 2020年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

コーヒー、紅茶、スパイス 184,324 201,283 50.0 9.2 自動車、同部品 450,898 246,854 28.1 △ 45.3
鉱物性燃料 131,245 75,419 18.7 △ 42.5 鋳鉄、鉄鋼 198,166 197,450 22.5 △ 0.4
植物 55,766 52,006 12.9 △ 6.7 ボイラー、機械および同部品 269,936 191,622 21.8 △ 29.0

花卉 52,989 49,018 12.2 △ 7.5 光学機器および映像記録機器 67,603 51,584 5.9 △ 23.7
食用フルーツ 2,568 2,824 0.7 10.0 ゴムおよび同製品 81,425 50,298 5.7 △ 38.2

食品、飲料、たばこ 17,354 24,005 6.0 38.3 鋳鉄製品、鉄鋼製品 14,580 8,584 1.0 △ 41.1
鋳鉄、鉄鋼 33,422 23,099 5.7 △ 30.9 合計（その他含む） 1,234,980 879,124 100.0 △ 28.8
化学品 14,429 14,157 3.5 △ 1.9
金属および同製品 18,893 5,886 1.5 △ 68.8
真珠、貴石 4,840 2,093 0.5 △ 56.7
動物および同製品 1,931 1,709 0.4 △ 11.5

魚など 1,577 1,595 0.4 1.2
菓子 1,843 1,119 0.3 △ 39.3
合計（その他含む） 466,280 402,401 100.0 △ 13.7

〔出所〕国家統計庁（DANE）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
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や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）
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　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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主要経済指標
①人口：5,037万人（2020年） 2018年 2019年 2020年
②面積：114万1,748km 2 ④実質GDP成長率（％） 2.6 3.3 △6.8
③ １ 人当たりGDP：5,336万ドル
　（2020年）

⑤消費者物価上昇率（％） 3.18 3.80 1.61
⑥失業率（％） 9.7 9.5 13.4
⑦貿易収支（FOB）（100万米ドル） △ 7,040 △ 10,782 △ 10,130
⑧経常収支（100万米ドル） △ 13,669 △ 14,508 △ 9,326
⑨外貨準備高（グロス）（100万米ドル） 47,359 51,973 58,248
⑩対外債務残高（グロス）（100万米ドル） 132,223 138,683 154,605
⑪為替レート（ １ 米ドルにつき、
コロンビア・ペソ、期中平均） 2,955.70 3,280.83 3,694.85

〔注〕‌�①③、④の2020年は推計値。④の2019年、⑧の2019年、2020年、⑩の2019年、2020年は暫定値。④の2018
年、⑦、⑧の2018年、⑨、⑩の2018年は確定値。⑦国際収支ベース（財のみ）

〔出所〕 ‌�①④～⑦：国家統計庁（DANE）、②：アグスティ・コダシ国土地理院（IGAC）、③⑨～⑩：IMF、⑧⑪：コロンビ
ア中央銀行

（お問い合わせ先）

海外調査部　米州課

ORB-latin@jetro.go.jp■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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